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Ⅰ提言の背景 

現在厚生労働省では、官民連携での労働市場全体の求人・求職のマッチング機能強化を

目的に、ハローワークの求人情報を民間人材サービス事業者へ開放すべく準備を進めて

いる。 

しかし、その求人情報の開放は人材紹介会社に限るものとしているため、民間人材サー

ビス事業者の一意として、一般社団法人人材サービス産業協議会が気づいた点と提言を

述べるものである。 

Ⅱ提言の概要 

提言①： 求人広告事業者へのデータベース開放 

地域を限定して官民連携フィジビリティ・スタディを実施し、ハローワークの求人情報デー

タベースを求人広告事業者にも開放すべきである。 

 

提言②： 求人広告を通じて採用した企業への助成金の給付 

求人広告を通じて採用した求人企業に対しても、現在ハローワークで運用している「従業員

を新たに雇い入れる場合の助成金」制度と同様に、助成金を支給すべきである。 

 

提言③： 民間人材サービス企業の端末設置 

官民連携フィジビリティ・スタディ地域内のハローワークにおいて、民間人材ビジネスの情

報にアクセスできる端末を多数設置し、求職者の「自己決定率」の最大化を図るべきである。 

 

提言④： 人材派遣事業者へのデータベース開放 

就業率を増やすために、正規社員就業に固執することなく幅広い選択肢を呈示するため、ハ

ローワークの求人情報データベースを人材派遣事業者にも開放すべきである。 

 

提言⑤： 民間連携の目的、機能、対象を明確化した新たな連携モデルの検討 

ハローワークと民間人材サービス事業者の連携においては、「構造的失業の主要因であるミ

スマッチの解消」を目的に、「学び直し」に加えて「期待値調整」機能を活用して「採用

未充足企業」と「支援を得ることで就業可能な個人」を支援すべきである。さらに、モ

デル検討において、自治体も含めた連携、企業ニーズ（就業）を起点とした施策の検討、

民間の創意工夫を最大限に生かすことに留意すべきである。 


